
令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 25 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

市町村が認定地域再生計画に基づき林道の整備を行う場合に係る地方創生道整備推進交付金を間接補助か

ら直接補助に変更すること 

 

提案団体 

奈良市 

 

制度の所管･関係府省 

内閣府、農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村が認定地域再生計画に基づき林道の整備を行う場合に交付される地方創生道整備推進交付金の交付

先を当該市町村が属する都道府県ではなく、当該市町村とし、国から市町村への直接補助とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

地方創生道整備推進交付金交付要領第２では、認定地方公共団体である市町村が、認定地域再生計画に基

づき林道の整備を行う場合、当該市町村を間接補助事業者等とし、当該市町村が属する都道府県を交付先と

するとされている。 

また、森林法第 193 条では、「国は、都道府県に対し、毎年度予算の範囲内において、政令で定めるところによ

り、造林及び地域森林計画に定める林道の開設又は拡張につき、…市町村その他政令で定める者が行う場合

にあつてはその者に対し都道府県が補助する費用の一部を補助する」とされている。 

そのため、林道事業に係る補助の制度は、市町村に対する補助は県が行い、その費用の「一部」を国が補助す

ることから、県は義務的に国からの補助に上乗せして補助しなければならない仕組みとなっている。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

市町村が都道府県を通して地方創生道整備推進交付金を受けるには、都道府県の予算化が必須となるところ、

当市が属する県の予算化においては、前年度予算を目安に査定されることから、県の予算化がボトルネックとな

り、当市は県予算の範囲内から逆算的に国費要望を強いられ、真に必要とする交付金を国に対して申請するこ

とができない状況にある。 

また、都道府県の予算化が必要であることから、都道府県の予算スケジュールに縛られ、機動的な事業の執行

ができないという支障も生じている。 

なお、当市では、今回の地方創生道整備推進交付金において市道と林道を合わせてその交付を受けているとこ

ろ、市道の整備を行う場合については林道の整備を行う場合のような交付先に関する規定が地方創生道整備

推進交付金交付要領にないため、国から直接交付を受けている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

市町村は、都道府県予算の範囲内から逆算的に国費要望を強いられることなく、真に必要とする交付金を国に

対して申請することが可能となり、地方創生道整備推進交付金を活用した効果的な事業の実施を行うことがで

きる。 

また、都道府県の予算措置やスケジュール等に縛られることなく、市町村は効率的に林道整備事業を執行する

ことができる。 

 



根拠法令等 

地域再生法第 13 条第１項、森林法第 193 条、地方創生推進交付金制度要綱（平成 28 年４月 20 日付け府地

事第 16 号内閣府事務次官通知、28 農振第 45 号農林水産事務次官通知、国総政第１号国土交通事務次官通

知、環廃対発第 1604201 号環境事務次官通知）第６の２の１）、地方創生道整備推進交付金交付要綱（平成 28

年４月 20 日付け 28 農振第 150 号農林水産事務次官通知・国道環安第８号国土交通事務次官通知）、地方創

生道整備推進交付金交付要領（平成 28 年４月 20 日付け 28 農振第 167 号農林水産省農村振興局長通知、林

28 林整整第 30 号林野庁長官通知、国道総政第 26 号国土交通省道路局長通知）第２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

滋賀県、広島市、宮崎県 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 29 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

農用地区域内でアクアポニックスを実施可能とするための農業用施設の要件見直し 

 

提案団体 

大府市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

農用地区域内において水耕栽培と水産養殖を組み合わせた農法「アクアポニックス」用途での施設設置ができ

るよう、農業用施設の要件の見直しを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

農用地区域には、耕作又は養畜の業務のために必要な農業用施設を設置することができるが、「養魚施設」は

農業用施設に該当しないこととなっている。また、混在施設（１個の建築物その他の工作物で農業用施設に該当

する部分と該当しない部分から構成されている施設）の用地は、農業用施設用地にはなじまないものとされてい

るため、水耕栽培施設と養魚施設を組み合わせたアクアポニックスの施設は農用地区域に設置することができ

ない。 

【支障事例】 

令和４年度に、農用地区域でイチゴのハウス栽培を行っている事業者から、同場所でのイチゴ栽培とナマズ養

殖を掛け合わせたアクアポニックスの実施に向けた相談があったが、上記のとおりアクアポニックスの施設は農

用地区域に設置することができず、また、同土地は農用地区域からの除外ができない土地であったため、予定

地での実施を断念せざるを得なかった。 

【制度改正の必要性】 

農林水産省の養殖業成長産業化総合戦略（令和２年７月）においても、アクアポニックスについて「生産性と環

境への配慮が両立できる生産システムであり、今後の研究の広がりが期待されている」とされているところ、制

度改正の必要性があるものと考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

アクアポニックスなど、農業と水産などの他の分野が連携したハイブリッド式農法を農用地で実施できるようにな

り、農地の活用と新規事業の参画による農業の活性化を図ることができる。 

 

根拠法令等 

農業振興地域の整備に関する法律第３条第４号 

農業振興地域の整備に関する法律施行規則第１条 

農業振興地域制度に関するガイドライン第 13-１-(４) 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

宮城県、川崎市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 32 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

市町村森林整備計画と特定間伐等促進計画の一体的策定を可能とすること 

 

提案団体 

福井市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

「市町村森林整備計画」と「特定間伐等促進計画」の一体的策定を可能とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

市町村が策定を義務付けられている「市町村森林整備計画」と当該計画に適合して策定することができる「特定

間伐等促進計画」について、両計画をそれぞれ策定する必要があるが、両計画の記載事項は、「間伐」、「造

林」、「作業路網の整備」に関する事項など一部重複している。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

「市町村森林整備計画」と「特定間伐等促進計画」の２つの計画をそれぞれに策定する必要があり、両計画の一

体的策定ができないことによる非効率（事務、人員及び経費負担）が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

計画策定に係る事務、人員及び経費の負担が軽減され、計画策定業務の効率化に繋がる。 

 

根拠法令等 

森林法第 10 条の５第１項、森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法第５条第１項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

郡山市、久留米市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 33 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 11_その他 

 

提案事項（事項名） 

市町村森林整備計画の変更手続の簡素化 

 

提案団体 

福井市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村森林整備計画の軽微な変更（都道府県作成の地域森林計画の変更を受けての変更など変更内容に市

町村の判断を伴わない形式的な変更をいう。以下同じ。）の場合においては、次のような変更手続の簡素化を求

める。 

市町村森林整備計画の案の公告後の縦覧期間（30 日間）について、軽微な変更の場合には２週間程度以内に

短縮できるように改める。 

実務上、国への意見聴取や県への正式な協議に先立って事前協議が必要とされているが、軽微な変更の場合

には事前協議を行わなくてもよい運用に改める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

都道府県知事は、地域森林計画の変更により市町村森林整備計画が地域森林計画に適合しなくなったと認め

るときは、市町村に当該市町村森林整備計画を変更すべき旨を通知し、市町村は、通知を受けたときは森林整

備計画を変更しなければならないとされている（森林法第 10 条の６第１項、第２項）。 

市町村森林整備計画を変更する場合は、「学識経験者からの意見聴取」、「計画書（案）の縦覧」、「国への意見

聴取・県への協議」などの所定の手続を経る必要がある（同法第 10 条の６第４項）。また、実務上、国への意見

聴取や県への正式な協議に先立って、事前協議も必要とされている。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

当市の属する県は、毎年 12 月頃に地域森林計画を変更しており、当市は県からの通知を受けた後、翌年３月

31 日までに市町村森林整備計画の変更をしなければならない。１月から３月までの約３か月間しかない中、上

記の様々な変更手続が必要であり、人員や事務、経費の負担が生じている。 

特に、地域森林計画を変更する際には、森林法第６条の規定により縦覧を行っていることから、当該地域森林

計画の変更を受けて変更する際の市町村森林整備変更計画（案）の縦覧は二重の手続といえ、このような場合

については縦覧期間を短縮しても問題は生じないと考える。 

また、国への意見聴取及び県への協議は、事前協議も含めそれぞれ２回ずつ行っているが、軽微な変更であれ

ば、地域森林計画の適合性を確認するのみである（※特に当市では、県の地域森林計画の変更を受けて変更

する場合、県から修正文言が指定された形で通知されることから事前協議やすり合わせの必要性が小さい）た

め、２回の協議は必要ないと考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

計画変更に要する人員や事務、経費の負担が軽減される。 

計画の変更手続の負担が軽減された分を、学識経験者や林業関係者の意見聴取などにあてることにより、計画

内容をより一層充実させることができる。 



 

根拠法令等 

森林法第６条第１項、第 10 条の５第７項から第９項まで、第 10 条の６第４項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

郡山市、久留米市、鹿児島市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 51 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

経営所得安定対策等に係る作付面積等の現地確認の方法の見直し 

 

提案団体 

小浜市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

経営所得安定対策等実施要綱に定められている作付面積等の確認について、現地確認だけでなく、航空写真

及び衛星画像等画像による確認も可能とするよう改正する。 

 

具体的な支障事例 

経営所得安定対策等実施要綱により、市町村は地域農業再生協議会の構成員として、交付申請者から提出さ

れた営農計画書と作付面積等の照合等に係る確認作業を担うことと定められている。この確認作業について

は、基本的には農業共済組合等からの情報提供をもとに確認し、確認ができない場合は現地確認を行うもので

あるが、実態としては、農業共済組合等から提供可能な情報は営農計画書と同等のものであり、基本的に現地

調査を要するものとなっている。 

当市においては、毎年度の現地確認について、市職員が中心となり県、JA 及び農業共済組合等と協力し８名

体制で実施し、約半月を要しており、当該団体の職員が減少する中で事務負担が大きくなっている。 

なお、中山間地域等直接支払交付金及び多面的機能支払交付金においては、市町村による農用地の管理状

況の確認について、画像による確認も許容されているところ。作付面積等の確認も画像により可能であることか

ら、経営所得安定対策等においても同様に画像による確認も可能とする改正を求めたい。 

なお、画像確認も可能とする改正は、令和４年６月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」

におけるアナログ規制の見直しに関する基本的な方向性にも合致するものである。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

確認手法として画像確認が許容されることにより、現地までの移動等現地確認に要する時間が削減され、事務

負担が軽減できる。 

また、同じ農地で年に複数の種類の作物が作付けされる場合に、何度も現地に赴く手間を省いたり、申請されて

いないが、実際は交付対象要件に合致する圃場の発見にもつながり、時期毎に各農地の状態をより正確に把

握することが可能となる。 

 

根拠法令等 

経営所得安定対策等実施要綱Ⅳ第１ １（２）③ウ（ウ）、Ⅳ第２ １（５）②、Ⅳ第２ ２（９）⑥ウ、Ⅳ第２ ３（９）⑥ウ、

Ⅳ第２ ４（４） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

旭川市、千葉市 、横浜市、川崎市、福井市、京都府、兵庫県、熊本市 、鹿児島市 



 

○当県の地域農業再生協議会においても、毎年、経営所得安定対策等実施要綱に基づき現地確認を行ってい

る。 

国の経営所得安定対策等事業推進事業補助金が全国で平準化されてきており、補助金が減少する中、中山間

地域が多く、現地確認等に多大な労力がかかっている。 

また近年、関連の補助事業が増えてきており、事務負担も増加し、運営に支障が生じている地域協議会も出て

きている。 

○対象農地である露地畑や水田などの特定と確認には時間と労力を要するため、職員による現地確認に加え、

航空写真及び衛星画像等で確認できることは事務の効率化とより正確な把握につながるものと考える。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 60 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

農山漁村振興交付金における計画認定過程の見直し 

 

提案団体 

宮城県、石巻市、岩沼市、東松島市、蔵王町、長野県、広島県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、経済産業省 

 

求める措置の具体的内容 

農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）の効率的な運用のため、「農商工等連携促進法」に基づく農

商工等連携事業計画の相談段階で関係する事業実施予定地の都道府県へ情報提供を行い、当該計画の認定

審査の際に意見照会の機会を付与すること。また、「六次産業化法」に基づく総合化事業計画及び農商工等連

携事業計画の意見照会をする場合は、意見照会の期間を長く設けるよう運用の改善を行うこと。これに加え、

「産業支援型」の事業の実施手続に定めている都道府県事業実施計画の作成を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）に関する補助金の交付要件として「六次産業化・地産地消

法」に基づく総合化事業計画及び「農商工等連携促進法」に基づく農商工等連携事業計画が定められている。

各計画は、国から認定を受ける必要があるが、認定時、県に対して適正な意見照会機会の確保、情報提供がな

されていない。実際に当県で事業を検討していた事業者が農商工等連携事業計画に関して関東農政局に相談

したことがあったが、相談内容について当県に対して情報提供がなかった。そのため、事業概要を把握できず、

県下の各自治体で展開している独自の支援施策等の紹介を行うことができないことがあった。また、交付申請

の手続にあたっては、事業実施主体が策定した計画を基に都道府県計画を作成するよう規定、義務化されてい

る。ただし、この計画の内容は、交付要件に定める計画（総合化事業計画等）に基づいて作成されるため、事業

目標や内容が達成不可能であり、地域の実情と合わないと考えられる計画でも、それに沿って指導を行わなけ

ればならない懸念がある。 

これらのほか、交付申請に当たり、事業実施申請者から提出された事業実施計画を都道府県事業実施計画の

様式に転記しているのが現状であるため地方農政局長等への提出までに時間がかかり、迅速な事業開始等に

支障が生じている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

総合化事業計画等の認定時に適正な意見照会の機会が確保されることで、事業実施主体の計画について、地

域の実情を踏まえた、実現可能な計画策定の支援ができるようになり、その後の事業実施に向けた支援につな

げることができる。 

また、都道府県事業実施計画の作成を廃止することにより、業務の負担軽減、効率化につながるとともに、農山

漁村発イノベーション等に取組もうとする農林漁業者等への相談対応（例えば、農山漁村発イノベーション事業

の都道府県サポート事業にて、事業者の事前相談・計画策定の支援を行い、農山漁村発イノベーション等整備

事業や各種必要な事業に繋げるための対応）に注力が可能となる。また、承認に係る期間が短縮できることに

より、事業実施主体が事業実施に注力することが可能になる。 

 

 



根拠法令等 

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第 2921 号農林

水産省農村振興局長通知）別記２－３農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型） 

地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律（六

次産業化・地産地消法）第５条 

中小企業者と農林漁業者とが有機的に連携し、それぞれの経営資源を有効活用して行う事業活動の促進に関

する法律（農商工等連携促進法）第４条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

兵庫県、山口県 

 

○農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）に関する補助金の交付要件として「六次産業化・地産地消

法」に基づく総合化事業計画が定められているが、認定時、当県に対して意見照会が以前は行われていたが、

令和５年度に認定された総合化事業計画に関しては、事前に意見照会及び情報提供の機会が無かった。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 61 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

施設園芸用地の整備に係る農地法上の農地として取り扱うことができる土地及び設備用地の明確化 

 

提案団体 

宮城県、仙台市、石巻市、岩沼市、東松島市、富谷市、蔵王町、美里町 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

施設園芸用地の整備に関し、耕作用の土を１メートル程度盛り土して農作物の栽培を行っている土地や、農作

物の栽培を行っている土地と一体的に整備する必要のある貯水池、トイレ・更衣室、作業用倉庫の用地が、農

地に該当することを明確化する。 

 

具体的な支障事例 

「施設園芸用地等の取扱いについて」（平成 14 年４月１日付け農林水産省経営局構造改善課長通知）（以下

「施設園芸通知」という。）により、農地法上の「農地」として取り扱うことができる一定の判断基準が示されてい

る。 

栽培棟を含めた一体的な農作物栽培のための施設整備を検討していたが、施設園芸通知では、農地として取り

扱うことが可能な土地及び設備用地の例示が限定的であるため、以下のケースについて、農地として取り扱うこ

とが可能であるか判断に時間を要している。 

①耕作用の土を１メートル程度盛り土する場合 

施設園芸通知における農地として取り扱うことができる「農地に形質変更を加えず、棚の設置やシートの敷設な

ど、いつでも農地を耕作できる状態」に該当するのか不明確である。 

②栽培に用いる雨水等を貯めるための「貯水池」 

栽培に用いる雨水の貯水及び汚水浄化のために必要不可欠な設備であるが、施設園芸通知で例示されている

中に類似した設備がなく、同通知における農地として取り扱うことが可能であるか不明確である。 

③施設の作業員及び収穫用機材格納のために設置する「トイレ、更衣室及び作業用倉庫」 

栽培のために衛生管理が求められ、外部との出入りが容易でないこと、多数の職員が作業をしていることから、

栽培施設と一体的に整備する必要があるが、施設園芸通知に照らし、農地として取り扱うことが可能であるか不

明確である。 

これらのケースが農地として取り扱うことができない場合かつ当該設備用地の規模が２アールを超える場合に

農地転用許可が必要とならざるを得ず、農地転用の許可事務及び農用地利用計画上の用途区分の変更に係

る都道府県及び市町村の事務負担が発生する。これに加え、固定資産税の評価についても、「農業用施設の用

に供する宅地」となり、「一般農地」に比べて上昇することで、土地所有者間の課税に不公平が生じるとともに、

土地所有者と耕作者の間で賃料に係る交渉が難航する。 

①～③のケースについて、農地法上の農地に該当するよう施設園芸通知の基準の明確化を行う。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

農地転用許可及び用途区分の変更が不要となり、都道府県及び市町村の事務負担並びに当該許可申請等に

係る事業者等の手続の負担が軽減される。 

一般農地として課税されることで、土地所有者間の課税の公平性が確保されるとともに、土地所有者と耕作者



の間で賃料に係る交渉が円滑に進む。 

 

根拠法令等 

農地法第３条、第４条及び第５条 

「施設園芸用地等の取扱いについて」（平成 14 年４月１日付け農林水産省経営局構造改善課長通知） 

「農地法の運用について」（平成 21 年 12 月 11 日付け農林水産省経営局長・農村振興局長通知） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

伊勢崎市、川崎市、和歌山県 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 74 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

森林所有者等が市町村の補助を受けて間伐する場合及び市町村の事業により間伐する場合について伐採届

の提出を不要とすること 

 

提案団体 

豊田市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

伐採及び伐採後の造林の届出書（以下「伐採届」という。）の提出が不要となる場合を規定する森林法第 10 条

の８第１項各号又は森林法施行規則第 14 条各号に「森林所有者等が市町村の補助を受けて間伐する場合」及

び「市町村の事業により間伐する場合」を追加し、これらの場合には伐採届の提出を不要とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

伐採届の提出は、過剰な伐採を防ぐ森林保全の観点によるものであるが、伐採届の作成、提出及び受付等の

処理が森林所有者等及び地方公共団体にとって大きな事務負担となっている。 

当市では、市の補助を受けて森林所有者等が間伐する場合、森林所有者等は間伐を開始する前 90 日から 30

日までの間に伐採届を提出するが、それとは別に市は補助金の交付申請を受け、交付を決定している。補助金

交付申請書に添付される事業計画書において、伐採届の記載事項である森林所有者の氏名、森林の所在場

所、伐採面積、伐採方法、伐採齢、樹種、伐採率が記載されることから、市としては改めて伐採届を提出させて

確認する事項はなく、森林所有者等に伐採届を提出させる必要性はない。 

また、市の事業により間伐する場合であっても伐採届の提出が必要となっているが、伐採届の提出先である市

長が事業主体でもあることから、当該間伐について市の森林整備計画への適合性を伐採届によって確認する

必要はなく、伐採届を提出させる必要性はない。 

さらに、市の補助を受けて森林所有者等が間伐する場合及び市の事業により間伐する場合においては、事業完

了検査を実施し、報告する必要があるため、伐採届による監視よりも監視体制が強化されていると認識してい

る。 

【参考】 

当市においては、令和３年度中の伐採届件数全 263 件のうち、間伐に係る伐採届は 109 件であり、全体の約４

割を占め、さらに、この間伐のうち約半数は、市の補助又は事業により行われるものである。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

森林所有者等及び市町村において、間伐に係る伐採届の作成業務や受付処理等の事務負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

森林法第 10 条の８第 1 項 

 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

札幌市、郡山市、横浜市 

 

○当市では森林を所有する土地所有者に対して、敷地境界付近の危険木（現在は正常であるが将来的に隣接

地に悪影響を及ぼす恐れがある樹木を含む）、越境木の伐採を含む維持管理作業を行うための助成制度があ

ります。助成をする際は、伐採届と同等な内容について記載した事業計画書の提出を求め、過剰な伐採がない

かについても審査しているため、改めて伐採届の提出は必要性ないと判断します。 

また樹林地の保全、活用する目的で市が整備を行う事業についても伐採届の提出が必要となりますが、令和４

年度の実績では全届出数のうち約６割が市の事業となっています。併せて、電気事業者による高圧線、送電

線、鉄道事業者による軌道敷、高速自動車道や道路の維持管理作業に伴う伐採届を含めると、全体の７割を占

めています。これら事業についても過剰な伐採が行われることは考えにくいため、伐採届の提出は必要ないと判

断します。 

なお、都市緑地法では緑地保全地域において「公益性が高いと認められる事業の実施に係る行為のうち、当該

緑地の保全に著しい支障を及ぼす恐れがないと認められるとして政令で定められているものについて」は届出

は必要ないとしています（同法第８条第９項第１号、同法施行令第３条）。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 75 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 07_産業振興 

 

提案事項（事項名） 

施設管理上必要最小限の危険木又は支障木を伐採する場合について伐採届の提出を不要とすること 

 

提案団体 

豊田市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

伐採及び伐採後の造林の届出書（以下「伐採届」という。）の提出が不要となる場合を規定する森林法第 10 条

の８第１項各号又は森林法施行規則第 14 条各号に「施設管理上、必要最小限の危険木又は支障木を伐採す

る場合」を追加し、この場合には伐採届の提出を不要とすることを求める。 

 

具体的な支障事例 

現行制度では、施設や宅地に隣接する裏山の危険木や支障木を伐採する必要が生じた場合、必要最小限の伐

採であっても伐採届の提出を要するため、施設管理者や山林所有者は迅速に対応できないという支障や提出さ

れた伐採届の処理に事務負担が生じている。 

また、伐採届の提出を要していることで、施設管理者や山林所有者が迅速に対応できないことから、倒木による

施設や宅地の損傷、市民が怪我を負うなどの危険性がある。 

他方で、こうした伐採は伐採面積が僅少であるため、森林保全に影響を与えるものではなく、森林簿や森林計

画図に反映するといった活用もされない状態にある。 

なお、自然公園法では、自然公園の保全に影響を与えないような施設管理上の伐採は許可及び届出が不要と

されている（自然公園法第 20 条第９項第５号並びに同法施行規則第 12 条第 11 号及び第 14 号）。 

【参考】 

当市においては、令和３年度の伐採届件数全 263 件のうち、施設管理上必要最小限の危険木又は支障木の伐

採のケースは 26 件あり、全体の約１割を占めている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

施設管理上、必要最小限の危険木又は支障木を伐採する場合に、伐採届の提出を不要とすることにより、施設

管理者や山林所有者は迅速に対応することができることに加え、市町村においては伐採届の処理に係る事務

負担が軽減される。 

また、倒木による施設や宅地の損傷、市民が怪我を負うなどの危険性を回避することができる。 

 

根拠法令等 

森林法第 10 条の８第１項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

秋田県、横浜市、福井市、熊本市、延岡市 

 



○当市としても施設管理上、必要最小限の危険木又は支障木を伐採する場合に、伐採届の提出を不要とするこ

とにより、施設管理者や山林所有者は迅速に対応することができることに加え、市町村においては伐採届の処

理に係る事務負担が軽減されると考えている。 

○当市には施設や宅地に隣接する樹林地が多く存在しているため、危険木や支障木の伐採についての申請が

多くあります。現行制度では最小限の伐採についても伐採届の提出が必要であり、森林所有者や施設管理者に

負担を強いてるうえ、迅速な作業ができない状況にあります。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 83 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

住宅の用に供される土地に係る農地転用許可に当たり建築条件付売買の締結を必要とする要件の廃止 

 

提案団体 

藤枝市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

建築条件付売買予定地に係る農地転用許可関係事務取扱要領（平成 31 年３月 29 日付け 30 農振第 4002 号

農林水産省農村振興局長通知別紙）を改正し、住宅の用に供される土地に係る農地転用許可に当たり建築条

件付売買契約の締結を必要とする要件を廃止することを求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

農地転用許可制度においては、住宅の用に供される土地の造成（その処分を含む。）のみを目的とする農地転

用については、当該土地を最終的に住宅の用に供することが確実と認められないことから、原則として、これを

認めないとされ（農地法第５条第２項第３号及び農地法施行規則第 57 条第５号）、建築条件付売買予定地に係

る農地転用許可関係事務取扱要領３の⑴において、例外的に宅地造成のみを目的とするものに該当しないも

のとして取り扱うための一要件として、建築条件付売買契約の締結が定められている。 

他方で、都市計画法上の開発許可制度においては、市街化調整区域内で開発行為の上で宅地分譲を行うには

開発許可が必要であるところ、都市計画法では予定建築物を一戸建て専用住宅とする宅地分譲のための造成

計画であっても特段、建築条件付売買契約の締結や配置図等の添付も求めておらず、造成計画のみをもって

開発許可を行っている。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

現行制度上、住宅の用に供される土地の造成について農地転用許可を受けるためには、建築条件付売買契約

を締結していなければならないため、現行制度は次のような土地購入者と農地転用事業者との間におけるトラ

ブルの発生を助長している。 

フリープランと謳っていても建設会社側が示すプランの範囲内であることが前提となっており、買主の自由に決

められる範囲がほとんどない。 

建設会社の提案が気に入らないなどの場合でも業者の変更は不可である。 

建築条件付土地のほとんどが、土地売買契約をしてから３か月以内に建物請負契約を締結しなければならず、

期間が短いため納得のいくプランとならない。 

相見積りを取ることができないので、土地購入者は建築費用の妥当性が分かりにくく比較検討ができない。 

建物の工事請負契約締結後の解除は土地の手付金の放棄が必要、また、設計料等の名目で多額の費用や違

約金等を請求される。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

農地転用許可を得るために建築条件付売買契約を締結する案件の減少により、土地購入者と農地転用事業者

とのトラブルの発生を防止できる。 

 



根拠法令等 

農地法第５条第２項第３号、農地法施行規則第 57 条第５号、建築条件付売買予定地に係る農地転用許可事務

取扱要領（平成 31 年３月 29 日付 30 農振第 4002 号農林水産省農村振興局長通知別紙）３の⑴ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

三浦市、中津川市 

 

○当市でも建築条件付売買契約を締結する案件は極めて少ないことと、土地の有効性(自在性)が失われるた

め、当該要件は廃止すべきである。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 84 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

優良田園住宅建設計画の認定に係る都道府県知事との協議の廃止 

 

提案団体 

藤枝市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

市町村が優良田園住宅建設計画を認定しようとする際に義務付けられている、優良田園住宅の建設の促進に

関する法律第４条第４項に基づく都道府県知事との協議を廃止すること。 

 

具体的な支障事例 

優良田園住宅の建設の促進に関する法律（以下「法」という。）第３条第４項により、市町村が優良田園住宅の建

設の促進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めようとするときは、都道府県知事との協議が義務

付けられている。また、法第４条第４項により、市町村が優良田園住宅建設計画を認定しようとするときも、基本

方針の策定時と同様に都道府県知事との協議が義務付けられている。 

当市においては、基本方針の策定に当たり、対象とするエリアや求められる優良田園住宅像など、詳細な規定

も含め都道府県知事と十分に協議を行っている。優良田園住宅建設計画の認定に際しては、都道府県知事と

の協議を経て策定された基本方針への適合性を中心に審査するため、改めて都道府県知事に協議する必要は

なく、協議は実態として形骸化している（都道府県からの意見は形式修正のみである）。当該協議には２か月か

ら３か月の期間を要するなど、申請者に不利益が生じているほか、都道府県及び市町村の事務負担も生じてい

る。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

優良田園住宅建設計画の認定までの期間が短縮されることで、優良田園住宅の建設の促進が期待されるとと

もに、協議に係る都道府県及び市町村の事務負担が軽減される。 

 

根拠法令等 

優良田園住宅の建設の促進に関する法律第４条第４項 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 85 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 09_土木・建築 

 

提案事項（事項名） 

優良田園住宅に係る敷地面積並びに建ぺい率及び容積率要件の緩和を可能とすること 

 

提案団体 

藤枝市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

優良田園住宅の建設の促進に関する法律施行令第１条及び第２条を改正し、市町村の策定する優良田園住宅

建設の促進に関する基本方針や条例 において、地域の実情に応じて優良田園住宅の要件の緩和を可能とす

ること。 

 

具体的な支障事例 

優良田園住宅の要件である敷地面積や建ぺい率・容積率は、優良田園住宅の建設の促進に関する法律施行

令により全国一律の基準が設けられているが、地域の実情に応じた緩和が必要である。特に敷地面積 300 平

方メートル以上とされる基準については、比較的地価の高い地方部の場合、住宅建設ニーズの高い子育て世代

等にとっては基準を満たす土地が手を出しづらい高額なものとなっており、優良田園住宅の建設が進まない状

況にある。 

地価や敷地面積の広さなどは、地域特性に大きく左右されるものであることから、地域の実情に応じ柔軟な対応

が必要であり、必ずしも全国一律の基準である必要はないと考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

優良田園住宅の建設が促進されるとともに、特に住宅建設ニーズの高い子育て世代の住宅取得の促進につな

がることが期待される。 

 

根拠法令等 

優良田園住宅の建設の促進に関する法律施行令第１条、第２条 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

- 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 115 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

施設更新に係る国営土地改良事業の申請に当たっての受益農業者の同意徴集を省略できる要件の緩和 

 

提案団体 

浜松市 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

土地改良施設の施設更新に係る国営・都道府県営土地改良事業の申請に当たって、施設の再編や増設及び

機能向上を伴う場合であっても、受益者の基本的な受益の態様に変動を生じず権利利益を侵害するおそれの

ないものについては、受益者の同意徴集を不要とできるよう、土地改良法第 85 条の３第２項の例外規定の取扱

いの緩和及び土地改良法施行規則第 38 条の２の２の要件緩和を求める。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

施設更新事業の実施に当たっては、原則、地域内の受益者の３分の２以上の同意徴集を要するが、一定の要

件に該当する場合は要しないものとされている。 

土地改良法等において、この同意徴集を不要とする要件として、土地改良施設の有している本来の機能の維持

を図ることを目的とするものであること、重要な部分（管理すべき施設の種類並びにその管理の方法で貯水、放

流、取水、導水及び排水の時期及び水量並びに干ばつ時及び洪水時における措置に係る事項であつて農林水

産大臣が定めるもの）の変更を要することとならないこと等が定められている。 

【支障事例】 

当市は、水利施設の施設更新に当たって、国営土地改良事業の申請を予定しているが、当該水利施設は、農

業者だけでなく不特定多数の住民が受ける利益に関与し、公共的機能を有するため、当施設更新事業における

市の役割は大きく、事業費負担については、受益者負担は生じないよう市が負担するものとしている。 

この施設更新事業には、ポンプ場の統廃合及び調整池の新設等一部施設の再編・増設を含むため、施設の

「本来の機能の維持」の範囲を超えるとともに、施設の種類・管理方法等の「重要な部分」の変更を要するものと

して、同意徴集を不要とする要件に該当しないものと認識している。当市における同意徴集に当たっては、約１

万人が対象となり、準備期間含め約４年を要し、1000 万円以上の費用負担が発生する等多大な業務・費用負

担を生じる見込みである。 

当施設更新事業は、老朽化対策・耐震化を目的としており、施設の再編・増設を伴うものであっても受益者の権

利利益を侵害するおそれのないものである。このような基本的な受益の態様が変動しないものと認められる場

合については、土地改良法第 85 条の３第２項「本来の機能の維持を図ることを目的とする」ものとするよう取扱

いを緩和するとともに、「管理すべき施設の種類並びにその管理の方法で貯水、放流、取水、導水及び排水の

時期及び水量並びに干ばつ時及び洪水時における措置に係る事項であつて農林水産大臣が定めるもの」を

「重要な部分の変更」とする土地改良法施行規則第 38 条の２の２を改正し緩和することで、同意徴集を不要と

することを求めたい。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

同意徴集が不要となることにより、土地改良区及び関係地方公共団体の費用・業務負担を大幅に軽減でき、円



滑な事業着手が図られる。 

 

根拠法令等 

土地改良法第 85 条の３第２項 

土地改良法施行令第 48 条の２、第 50 条の２の３ 

土地改良法施行規則第 38 条の２の２ 

平成 18 年農林水産省告示第 1272 号（土地改良法施行規則第 38 条の２等に規定する主要工事計画等であっ

て農林水産大臣が定めるもの） 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

千葉市、横浜市、広島市、熊本市 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 139 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 01_土地利用（農地除く） 

 

提案事項（事項名） 

既存の計画を離島振興計画と位置付けることを可能とすること等 

 

提案団体 

広島県、宮城県、愛媛県、中国地方知事会 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

 

求める措置の具体的内容 

離島振興計画の記載事項を全て包含する他の計画を既に策定している場合には、当該計画を離島振興計画と

位置付けることができるように法令上の対応をし、又は運用を見直す。 

既存計画が離島振興計画の記載事項を全て包含していない場合には、当該記載事項を別に取りまとめることに

より記載事項を充足することが可能となるように法令上の対応をし、又は運用を見直す。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

離島振興法により、離島振興対策実施地域の関係都道府県は、離島振興計画を定めるよう努めるものとされて

いる。 

なお、離島振興計画の策定は、離島振興法上義務ではなく努力義務とされているものの、計画を策定しない場

合、補助金の嵩上げが適用されない（社会資本整備交付金）又は補助金が交付されない（離島活性化交付金）

ほか、企業誘致等に向けた課税免除が適用できないことから、事実上策定義務があるのと同等の状態となって

いる。 

【支障事例・制度改正の必要性】 

当県は県中山間地域振興条例に基づき県中山間地域振興計画を策定しているところ、当県において離島振興

計画の対象となる離島地域は全て中山間地域に含まれることから、離島振興計画に記載する離島地域の振興

施策については県中山間地域振興計画において定めており、両計画の内容は重複している。 

当県においては、離島振興計画策定に７か月を要し（個別の策定作業別に分けると、指定群島別の市町計画の

調整作業に３か月、計画総論部分に対する県関係局等との調整に３か月、全体調整に１か月を要した）、既存

の計画である県中山間地域振興計画と内容が重複する離島振興計画の策定・変更に関する事務負担が、当県

及び当県に属する市町において発生しており、非効率な計画策定事務となっている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

既存計画を活用することにより、離島振興計画の策定・変更に係る都道府県・市町村双方の事務負担が軽減す

る。 

計画の策定・変更手続の負担が軽減された分を、離島振興に係る具体的な施策に充てることにより、離島地域

の振興・住民サービスの向上に繋げることができる。 

 

根拠法令等 

離島振興法第４条第１項 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

島根県、高知県 

 

○当県においても、現行の離島振興計画に記載する振興施策は、まちひとしごと創生総合戦略のほか、産業振

興計画や健康長寿県構想、教育基本計画といった県の基本計画に規定する内容と重複しており、本提案の実

現により、事務負担の大幅な軽減につながる。 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 164 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

特定された抗体陰性豚に対する豚熱ワクチンの追加接種を可能とすること 

 

提案団体 

奈良県、大阪府、兵庫県、神戸市、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

豚熱ワクチン接種推奨地域における追加接種について、免疫付与状況等確認検査の結果が 80％以上の豚群

についても、抗体陰性豚が特定されている場合にあっては、国と協議の上、その豚に対しての追加接種を認め

ること。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度】 

豚熱ワクチン接種推奨地域における追加接種は、国の防疫指針に沿って、農家毎の免疫付与状況の確認を行

いつつ、接種適期を調整している状況である。 

指針では、農場の抗体陽性率が 80％以上である場合には、抗体陽性率が 80％未満の豚舎又は接種群（以下

「豚舎群」という。）が確認された場合のみ、国と協議の上、当該豚舎群への追加接種を行うこととされており、抗

体陽性率が 80％以上の豚舎群については繁殖豚等の一部を除き追加接種の必要がないとされている。 

【支障事例】 

農場の抗体陽性率が 80％以上かつ豚舎群の抗体陽性率が 80％以上であった場合、当該豚舎群の中で抗体

陰性豚が特定されていたとしても、当該豚には追加接種をすることができない。農場内で１頭でも感染が判明す

れば、ワクチン接種豚も含む全ての豚の殺処分が必要とされている一方で、抗体価が低く感染可能性の高い豚

が特定されている場合でも追加接種が認められず、有効な対策を行うことができない。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

豚熱防疫において、飼養衛生管理基準の遵守とともに、ワクチン接種は極めて有効な手段である。十分な量の

ワクチンの供給体制が整ってきたことを踏まえ、野生いのししからの感染により豚熱がまん延している状況下

で、なおかつ抗体陰性豚が特定されている場合には当該豚に追加接種を行い、農場全体の抗体陽性率を少し

でも上げることは、防疫上有効であり、農家のリスク軽減に資すると考える。 

 

根拠法令等 

家畜伝染病予防法第３条の２、第６条 

豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指針（令和２年７月１日農林水産大臣公表）第３－２ 

 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

岡山県 

 



- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 191 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

農業振興地域の整備に関する法律及び農地法における特定流通業務施設及び同施設の用に供する土地の位

置付けの見直し 

 

提案団体 

岡山県、福島県、広島県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

農業振興地域の整備に関する法律における「農用地等及び農用地等とすることが適当な土地に含まれない土

地」に、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律に規定する特定流通業務施設の用に供する土地」

を追加する。 

農地法における農地転用不許可の例外に「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律に規定する特

定流通業務施設の用に供する施設を整備するために行われるもの」を追加する。 

 

具体的な支障事例 

流通業務総合効率化事業の用に供する施設である特定流通業務施設（流通業務の総合化及び効率化の促進

に関する法律（以下「物流総合効率化法」という。）第２条第１項）が立地可能な場所は高速自動車国道や鉄道

の貨物駅等の物資の流通を結節する機能を有する社会資本等の近傍に限定されているが、当該近傍地域の

多くは市街化調整区域となっており、開発行為には原則として都道府県知事等による許可が必要になる。そし

て、物流総合効率化法の配慮規定の効果として、特定流通業務施設の用に供する開発行為は「通常原則として

許可して差し支えないもの」（開発許可制度運用指針Ⅰ－７－１）とされている。 

一方、上記特定流通業務施設の用に供する土地が、農用地区域内の農地である場合には、農業振興地域の整

備に関する法律（以下「農振法」という。）上の農振除外手続が、農用地区域内農地ではなくても農地である場合

には、農地法上の農地転用許可手続が必要になる。現在の法制度上、特定流通業務施設は農振法及び農地

法上の配慮対象施設ではないため、農振除外や農地転用許可の手続は容易ではない。このため、農村産業法

や地域未来投資促進法等、他法令の規定に基づく手続を踏むことにより農振除外や農地転用許可を可能とす

る運用をしているが、計画策定等の負担が大きく、開発を開始するまでに長期間を要することとなっている。例え

ば、地域未来投資促進法に基づく土地利用調整を伴う地域経済牽引事業計画の作成をしており、地域経済牽

引事業の促進に関する基本的な計画の変更（地域未来投資促進法第４条、第５条）や土地利用調整計画（同法

第 11 条第１項）の作成等の手続が多く、事業者及び地方公共団体に多大な時間と労力を使わせている。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

流通業務総合効率化事業に係る手続の迅速化及び事業者・行政双方の労力削減、流通業務の総合化及び効

率化の促進による環境負荷の低減及び労働力の確保が期待される。 

 

根拠法令等 

農業振興地域の整備に関する法律第 10 条第４項、同法施行令第８条第２項、同法施行規則第４条の５第１項 

農地法第４条第６項、同法施行令第４条第１項第２号ヘ、同法施行規則第 37 条 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

盛岡市、宮城県 

 

- 



令和５年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

農林水産省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案） 

 

管理番号 196 提案区分 B 地方に対する規制緩和 提案分野 02_農業・農地 

 

提案事項（事項名） 

鳥獣被害防止総合対策交付金交付事務における捕獲確認業務の効率化 

 

提案団体 

岡山県、広島県 

 

制度の所管･関係府省 

農林水産省 

 

求める措置の具体的内容 

鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）に係る捕獲確認業務について、捕獲確

認アプリにより提出されたデータでの確認が可能であることを鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（以下

「実施要領」という。）上明確化する。また、捕獲確認アプリにより提出されたデータでの確認の場合には、別途

の捕獲確認書の作成を不要とする。 

 

具体的な支障事例 

【現行制度について】 

野生鳥獣による農作物被害の一層の軽減のため、国の「鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止緊急捕

獲活動支援事業）」を活用し鳥獣の捕獲強化に努めているところである。 

当該事業に係る捕獲確認の方法は、捕獲現場において捕獲個体を実際に確認する「現地確認」又は処理加工

施設において捕獲個体を確認する「搬入確認」を基本とし、これらによらない場合、写真や証拠物をもって確認

する「書類確認」を行うこととされている。また、捕獲確認を行った市町村等の職員は「鳥獣被害防止緊急捕獲活

動支援事業における有害鳥獣捕獲確認書」（以下「捕獲確認書」という。）を作成することとされている。 

【支障事例】 

県下の市町村では、３種類全ての方法で捕獲確認を行っているが、市町村によっては、捕獲確認の件数が

4,000 件／年を超える場合がある。捕獲活動経費を交付するための証拠書類として捕獲確認書を作成する必要

があり、市町村の職員にとって書類作成業務が負担となっている。 

なお、捕獲確認アプリを用いて捕獲確認業務を行いたいと考えている市町村はあるが、実施要領上、可能であ

るか不明確なため、導入推進の支障となっている。 

【支障の解決策】 

捕獲確認業務について、捕獲確認アプリにより提出されたデータでの確認が可能であることを実施要領上明確

化するとともに、捕獲確認アプリにより提出されたデータでの確認の場合には、別途の捕獲確認書の作成を不

要することで、事務に係る時間を短縮することができる。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

確認者である市町村等の職員の事務負担が軽減され、他の鳥獣被害防止に係る業務に注力することができ

る。 

 

根拠法令等 

鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成 20 年３月 31 日付け 19 生産第 9424 号農林水産省生産局長通

知） 別記４第２の２（２） 



 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

横浜市、久留米市、熊本市 

 

○鳥獣被害防止総合対策交付金（鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業）に係る捕獲確認業務について、個体

写真や証拠物をもって確認する「書類確認」を行っているが、捕獲頭羽数の増加に伴い、職員の確認及び書類

作成業務が増加していることから、提案団体と同様の支障事例が生じており、本市においても捕獲確認アプリ導

入の検討を行っている。 

○捕獲確認アプリによる捕獲確認については、地方農政局及び都道府県担当者限りの資料である「鳥獣被害

防止総合対策交付金に係る執務参考資料（令和５年４月）」の P.82 において認められているが、交付申請者が

確認することができる資料である実施要領においては明記されていない。実施要領に明記することにより、捕獲

確認アプリの導入が促進され、市町村職員の事務負担の軽減が期待される。なお、捕獲個体の管理に当たって

は、環境省が運用している捕獲情報収集システムとの連携についても検討いただきたい。 

 


